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社　　　　名：三菱製紙株式会社

MITSUBISHI PAPER MILLS LIMITED
所　在　地：東京都千代田区丸の内3丁目4番2号
代　　　　表：代表取締役社長　　佐藤　健

資　本　金：30,865百万円
主な事業内容：・各種パルプから上級印刷用紙、情報用紙、衛

生紙及び白板紙などの製造、加工ならびに販

売をおこなっています。

・晒クラフトパルプの製造及び販売をおこなっ

ています。

・写真印画紙、写真用原紙、印刷製版材料及び

関連薬品の製造、加工、販売をおこなってい

ます。

会社概要
（2005年3月31日現在）

売　上　高：

（3月期）

従 業 員 数：1,742名（出向者を除く）
事　業　所：本　社　東京都

営業所　大阪営業所

工　場　高砂工場、京都工場、八戸工場、白河

工場、北上工場（2005年4月1日より
北上ハイテクペーパー㈱）

研究所　研究開発センター、感材開発センター、

商品開発センター、生産技術センター

【単位：百万円】

2002年度 2003年度 2004年度
紙 132,107 133,895 134,369
パルプ 2,274 1,960 2,338
写真感光材料 27,480 24,084 20,662
合 計 161,862 159,940 157,370

環境問題及び環境法規制等 

会社沿革及び環境対策等 
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公害問題 
エネルギー問題 

地球環境問題（温暖化、オゾン層、酸性雨等） 
廃棄物・リサイクル問題 

1962年　「ばい煙規制法」制定 

1898年　岩崎久弥が「神戸製紙所」を設立 
1901年　神戸市三宮から、兵庫県高砂市に工場を移転（現在の高砂工場） 

1915年　高砂工場、六桜社（現コニカ社）の依頼により写真用紙を試抄 
1917年　東京都葛飾区新宿に中川工場を建設 
1917年　組織を株式会社に変更し、社名を三菱製紙株式会社と改称 

1944年　京都写真工業株式会社と合併成立（現在の京都工場） 
1944年　浪速製紙株式会社と合併成立 

1966年　白河パルプ工業株式会社と合併成立（現在の白河工場，北上工場） 
1966年　青森県八戸市に八戸工場を新設 

1970年　白河工場にパルプ工場としては我が国初めての活性汚泥処理装置を導入 
1971年　中央研究所を新設（現在の商品開発センター） 

1972年　八戸工場で「環境モニター会」活動を開始 
1973年　本社に環境部、工場に環境管理室を設置 

1982年　中川工場  書籍用紙の中性紙化を開始 
1983年　八戸工場  コーテッド紙の中性紙化を開始 

1988年　白河工場に脱臭設備設置 
1988年　八戸工場No.2及びNo.3      ＢＫＰに業界に先駆けて酸素漂白を導入 

1989年　筑波研究所を新設（現     在の研究開発センター） 
1989年　北上工場に酸素漂白       を導入 

1990年　チリの植林会社ＦＴ    Ｃ社を設立 
1990年　白河工場及び八戸     工場No.1ＢＫＰに酸素漂白を導入 
1990年　八戸工場に古紙パ     ルプ（ＤＩＰ）製造設備設置 

1991年　オフィス古    紙再生システム運用 
1991年　「環境管理    に関する社内監査実施要領」制定し社内環境監査を開始 

1998年　八戸工場ISO14001認証取得 

1999年 ドイツのストラカーボンレスペーパーGmbHとストラスペシャルペーパーGmbH 
 の株式の取得により子会社とし、それぞれＭＰＢ社、ＭＰＦ社と改称 

1999年　京都工場ISO14001認証取得 

2000年　高砂工場及び北上工場ISO14001認証取得 
2000年　八戸工場の漂白設備にＥＣＦ設備導入 
2000年　エクアドルの植林会社ＥＰＳ社を設立 

2001年　日本の製紙会社として初のＦＳＣのＣｏＣ認証取得 
2001年　北上工場 写真用紙設備を新設 
2001年　「化学物質管理指針」制定 

2002年　豪州アデレードの植林会社ＡＢＬ社を設立 
2003年　中川工場 生産移管により操業停止 

2004年 「三菱製紙企業行動憲章」制定 
2004年 「三菱製紙グリーン調達基準及び 
 要領」制定 
2004年 八戸工場に廃棄物発電設備を設置 

2005年 高砂工場の燃料を重油 
 から都市ガスへ転換 
2005年 八戸工場のECF比率 
 を向上 

1993年　「三菱製紙環境憲章」制定 
1994年　白河工場のＢＫＰ設備休止 
1994年　白河工場及び京都工場ISO9002認証取得 

1995年　八戸工場に石炭ボイラーを設置 
1995年　「製品安全に関する規定集」制定 
1995年　タスマニアの植林会社ＴＦＨ社を設立 

1967年　「公害対策基本法」制定 

1968年　「大気汚染防止法」制定 
1968年　「騒音規制法」制定 

1979年　「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）」　　 制定 

1976年　「振動規制法」制定 

1988年　「オゾン層保護法」制定 1970年 「公害国会」 
 公害対策基本法の改正を含む公害関連14法の成立 
 （水質汚濁防止法、廃掃法等） 

1971年　環境庁発足 
1971年　「悪臭防止法」制定 

1973年　「公害健康被害補償法」制定 
1973年　「化学物質審査規制法」制定 

1990年　「地球温暖化防止　　行動計画」策定 1999年　「ＰＲＴＲ法」制定 
1999年　「ダイオキシン類対策特別措置法」制定 
1999年　「環境アセスメント法」全面施行 
1999年　「地球温暖化対策に関する基本方針」策定 

2003年　「廃棄物処理法」改正 
2003年　「循環型社会形成推進基本計画」策定 
2003年　「化学物質審査規制法」改正 

2000年　「環境基本計画」改定 
2000年　「循環型社会形成推進基本法」および「循環関連諸法」制定 
2000年　「容器包装リサイクル法」完全施行 
2000年　「グリーン購入法」制定 

2001年　「PCB処理特別措置法」制定 
2001年　「フロン回収破壊法」制定 
2001年　環境省発足 

1991年　経団連「地     球環境憲章」制定 
1991年　「再生資源     利用促進法（リサイクル法）」制定 

1993年　「環境基本法」制定 
1994年　「環境基本計画」策定 
1994年　「製造物責任法（PL法）」制定 

1995年　「容器包装リサイクル法」制定 

1996年　環境マネジメントシステムのJIS化 

2004年　「大気汚染防止法」改正 

1997年　日本の温室効果ガス削減目標決定（6％削減） 
1997年　「環境アセスメント法」制定 

1998年　「地球温暖化対策推進法」制定 
1998年　「家電リサイクル法」制定 
1998年　「省エネ法」改正 

2002年　「地球温暖化対策推進法」改正 
2002年　「土壌汚染対策法」制定 
2002年　「自動車リサイクル法」制定 
2002年　「省エネ法」・「新エネ法」改正 
2002年　「京都議定書」批准 


